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2020年の振り返りと2021年の見通し

設定来のパフォーマンス

 世界株式市場は、新型コロナウィルスの感染拡大などを背景に3月に急落しましたが、その後、各国政府に

よる大規模な財政・金融政策や、ワクチン開発の進展と接種開始などを受け、世界経済の正常化への期待

が高まったことから、年末にかけて概ね堅調に推移し、高値圏で終了しました。

 このような中、当ファンドの基準価額は2020年12月30日時点で11,989円となり、税引前分配金

再投資ベースでは設定来で、２１．１%の上昇となりました。

 新型コロナ感染拡大などによる市場下落局面では、ディフェンシブ性の高い電力・ガス・水道などの銘柄が

下値抵抗力を発揮したほか、ワクチン開発期待などによる市場上昇局面では、需要回復期待から有料道路

や空港などの銘柄が大幅に上昇しました。

※上記は過去の実績であり、当ファンドの運用成果等を示唆・保証するものではありません。

世界株式市場は、各国政府による財政・金融政策等を背景に大幅に上昇

このような中、当ファンドは設定来で+２１．１％と良好なパフォーマンス

当資料は、モノポリー企業の株式等の実質的な運用を行う「マゼラン・アセット・マネジメント・リミテッド」（以下、マゼラン社）、および
ノーザン・トラスト社の当資料作成日時点の情報に基づく見解を基に東京海上アセットマネジメントが作成したものあり、将来予告なく
変更される場合があります。

＜当ファンドのパフォーマンス推移＞

2020年3月13日(設定日)～2020年1２月３0日、日次

※基準価額、基準価額（税引前分配金再投資）は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。

※設定来騰落率は、基準価額（税引前分配金再投資）をもとに算出しているため、実際の投資家利回りとは異なります。

(円)

(月/日)

設定来騰落率

＋２１．１％

設定来騰落率

＋２１．１％

（２０２０年1２月３0日時点）
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＜プラス寄与銘柄＞

通信（スペイン）

コロナ禍でのテレワークの拡大や次世代通信規格
「5G」の普及を受けて、データ通信量が増加を
続け、基地局などの通信設備を運営する同社に
追い風となるとの見方が強まりました。

＜株価の推移＞
2020年3月16日～１２月3１日、日次

（月/日）

騰落率〈3/16～１２/31）

＋４８．６％
騰落率〈3/16～１２/31）

＋４８．６％

※ 記載銘柄は、2020年１２月末時点の「世界モノポリー戦略株式ファンド（適格機関投資家限定）」の保有銘柄です。

※ 上記は一例として記載したものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。また、今後の組み入れを保証するものではありません。

※ 上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

セルネックス・テレコム

＜マイナス寄与銘柄＞

送配電（米国） 送配電（米国）

米国で年初に例年よりも暖冬となったことや、
新型コロナによる商業活動の停滞により、エネル
ギー使用量が減少するとの懸念が高まり、株価の
重しとなりました。

同社が運営する原子力発電所の旧子会社への
救済策とされる法案を巡り、立案過程で不正が
あったとして、オハイオ州の捜査当局から同社が
召喚状を受け取ったことが嫌気されました。

＜株価の推移＞
2020年3月16日～12月31日、日次

出所：ブルームバーグ

＜株価の推移＞

2020年3月16日～12月3１日、日次

（月/日）（月/日）

騰落率〈3/16～12/31）

-９．２％
騰落率〈3/16～12/31）

-９．２％

下落の背景 下落の背景

※株価は2020年3月16日を100として指数化

コンソリデーテッド・エジソン ファーストエナジー

ファンドの投資行動

 生活に必要不可欠なサービスを独占的に提供しているため、安定的な利益成長が見込まれる総合電力、

送配電の銘柄など、ディフェンシブ性の高い銘柄の組み入れを多めとしました。

 コロナ禍での生活様式の変化を受けて、データ通信量拡大の恩恵を受ける通信銘柄の追加購入などを

行いました。

有料道路（オーストラリア）

オーストラリアでは新型コロナの感染封じ込めに
成功し、行動制限の緩和の動きが見られたことに
加え、ワクチン開発が進展し、交通量回復の動きが
強まりました。

＜株価の推移＞
2020年3月16日～１２月３１日、日次

（月/日）

上昇の背景

トランスアーバン・グループ

騰落率〈3/16～１２/31）

＋2５.３％
騰落率〈3/16～１２/31）

＋2５.３％

騰落率〈3/16～12/31）

-10.８％
騰落率〈3/16～12/31）

-10.８％

上昇の背景
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2021年の見通し

※ 上記は当資料作成日時点のマゼラン社、ノーザン・トラスト社の見解であり、予告なく変更される場合があります。

※ 画像はイメージです。

通信通信

電力、ガス、
水道

電力、ガス、
水道

エネルギー・
インフラ

エネルギー・
インフラ

空港、
有料道路

空港、
有料道路

＜各セクターの見通し＞

• テレワークの拡大などコロナ禍でのデジタル化

の加速により、データ通信量の急拡大が続くこと

が見込まれ、その恩恵を受けると見ています。

• 携帯電話会社が次世代通信規格「5G」サービス

を開始する中、基地局の増設需要が高まり、今後

数年は設備リース収入の増加が続くと予想して

います。

• パイプラインを運営するエネルギー・インフラ企業

は、通常、輸送量の下限を定める長期契約を結ん

でいるほか、安定的なサービスの対価として一定

の価格決定権が与えられているため、輸送数量や

原油相場の変動の影響は軽微で、収益の大部分は

安定的となっています。

• 直近の決算でも業績見通しを据え置く銘柄が多

く、2021年も業績の底堅さが続くと予想します。

 当ファンドは、様々な業種にわたるモノポリー株式を組み入れており、ポートフォリオの分散効果が働く

ことで中長期では株式市場との連動性が低くなり、安定的な資産成長が見込まれます。

 新型コロナにより低金利環境の長期化が予想され、利回りを求める投資家の間でモノポリー株式の

安定的な利益成長の魅力が高まり、株価を中長期的に押し上げる要因になると見ています。

• 生活に必要不可欠なライフラインを提供して

いるため需要が新型コロナの影響を受けにくい

ほか、安定的なサービス提供の対価として一定

の利益確保が法的に認められています。

• 直近の決算でも業績見通しを据え置く、あるい

は引き上げる銘柄が見られ、2021年も業績の

底堅さが続くと予想しています。

外部環境の影響を受けにくいため、

2021年も底堅い業績を維持すると予想

デジタル化の進展を追い風に

2021年も好業績を維持
長期契約や価格決定権を背景に

安定した業績が見込まれる

新型コロナウイルスのワクチン普及により

年後半の業績回復を見込む

• ワクチンの普及により、空港・有料道路ともに

年後半には業績が回復すると見ています。

• 空港は、国内線の利用者が回復をけん引し、

レジャーや家族・友人に会う目的での利用が増え

る一方で、ビデオ会議などの浸透によりビジネス

需要の回復はより緩やかになると見ています。

• 有料道路は、感染防止のため公共交通機関の利用

を避け、自家用車で移動する傾向が強まっている

ことも、交通量回復を後押しすると考えます。
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（ご参考）再生可能エネルギーに注力する米国の総合電力銘柄のご紹介

 米国のバイデン新大統領が環境保護を政策の

柱に据え、脱炭素に向けたインフラ整備に4年

間で2兆米ドル（約210兆円）を投じる方針を示

しています。

 再生可能エネルギーに注力する電力・ガス銘柄

は、バイデン政権の政策により恩恵を受ける

銘柄として注目が高まっており、今後の成長が

期待されています。

WECエナジー・グループ

同社の取り組み

米国の中西部4州で発電、送電、ガス供給事業

を展開する同社は、2021年からの5年間、

年率5-7%程度のEPS（1株当たり利益）の

成長が持続するとの見通しを発表しました。

同社は2050年までに炭素排出の実質ゼロを

めざし再生可能エネルギーに積極投資する

計画で、収益の源泉となる事業規模の拡大が

EPS成長を支えると考えられます。

EPS：2015年～2021年、年次
株価：2015年12月末～2020年12月末、年次

＜EPS・株価の推移＞

＜銘柄紹介＞

※ 記載銘柄は、2020年１２月末時点の当ファンドの投資対象である「世界モノポリー戦略株式ファンド（適格機関投資家限定）」の保有銘柄になります。
※ 上記は一例として記載したものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。また、今後の組み入れを保証するものではありません。
※ 上記は過去の実績および将来の予測であり、今後の運用成果等を示すものではありません。
※ 上記は当資料作成日時点のマゼラン社、ノーザン・トラスト社の見解であり、予告なく変更される場合があります。
※ 画像はイメージです。

エクセル・エナジー

同社の取り組み

米国の8州で電力・ガス事業を展開する同社は、

2021年からの5年間で226億米ドルの設備

投資を計画していますが、2050年までに発電

による炭素排出をゼロとする目標達成に向けて、

風力や太陽光発電設備に追加で14億米ドルを

投資する意向を示しています。同社はこうした

積極投資により、長期で年率5-7%のEPS成長

をめざしています。

出所：ブルームバーグ、各社開示資料

（年）

EPS：2015年～2021年、年次
株価：2015年12月末～2020年12月末、年次

＜EPS・株価の推移＞
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※2020年、2021年のEPSは当資料作成日時点のブルームバーグの予測値
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収益分配金に関する留意事項
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの特色

2

1

3

4

日本を除く世界の株式等の中から、「モノポリー企業」の株式等に投資します。

銘柄選定にあたっては、持続可能な競争優位性を持つと判断される銘柄を選別します。

モノポリー企業の株式等の実質的な運用は、「マゼラン・アセット・マネジメント・リミテッド」
が行います。

外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドの主なリスク

● 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されている
ものではなく、投資元本を割り込むことがあります。

● 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

● 投資信託は預貯金や保険と異なります。

● ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

価格変動
リスク

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動します。株価
は、短期的または長期的に大きく下落することがあります（発行企業が経営不安、倒産等に陥っ
た場合には、投資資金が回収できなくなることもあります。）。組入銘柄の株価が下落した場合
には、基準価額が下落する要因となります。
REITの価格は、REITが保有する不動産の評価の下落、不動産市況に対する見通しや需給等
さまざまな要因を反映して変動します。組入証券の価格が下落した場合には、基準価額が下落
する要因となります。

為替変動
リスク

外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変
動の影響を受けます。為替レートは、 各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給そ
の他の要因により大幅に変動することがあります。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レ
ートが円高方向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要因となります。

カントリー
リスク

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取
引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想以上に下落したり、投資方針に
沿った運用が困難となることがあります。
また、投資対象国・地域には新興国が含まれています。新興国を取巻く社会的・経済的環境は不
透明な場合もあり、金融危機、 デフォルト（債務不履行）、重大な政策変更や様々な規制の新たな
導入等による投資環境の変化が、先進国への投資に比べてより大きなリスク要因となることが
あります。
さらに、新興国においては市場規模が小さく流動性が低い場合があり、そのため組入資産の価格
変動が大きくなることがあります。

流動性
リスク

受益者から解約申込があった場合、組入資産を売却することで解約資金の手当てを行うことが
あります。その際、組入資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が 下落する要因となり
ます。

※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
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お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換金単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して、6営業日目からお支払いします。

申込締切時間 原則として午後3時までに、販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金には制限を設ける場合があります。

購入・換金申込
受付の中止
および取消し

取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるとき
は、購入・ 換金のお申込みの受付を中止すること、およびすでに受け付けた購入・換金の
お申込みの受付を取り消すことがあります。

購入・換金
申込不可日

以下に該当する日には、購入・換金のお申込みができません。
・ニューヨーク証券取引所の休業日（日本の休業日を除きます。）の前営業日

信託期間 2030年1月15日まで（2020年3月13日設定）

繰上償還

主要投資対象とする「世界モノポリー戦略株式ファンド（適格機関投資家限定）」が存続しな
いこととなる場合は、繰上償還となります。
以下に該当する場合等には、繰上償還することがあります。
・受益権の総口数が10億口を下回ることとなったとき
・ファンドを償還することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

決算日 毎月15日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配

年12回の決算時に収益分配方針に基づき、収益分配を行います。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について、保証するものではありません。
※分配対象額が少額の場合等には、分配を行わないことがあります。
※販売会社との契約によっては再投資が可能です。

課税関係

収益分配時の普通分配金、換金時および償還時の差益に対して課税されます。
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は、税法上、少額投資非課税制度「NISA」および未成年者少額投資
非課税制度「ジュニアNISA」の適用対象です。
配当控除および益金不算入制度の適用はありません。
※上記は、2019年11月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、内容等が変更される場合が

あります。

【一般的な留意事項】

■当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たって

は必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。

■当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された

図表等の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

■投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動しま

す。したがって、元本が保証されているものではありません。

■投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および

損失は、全て投資家に帰属します。

■投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

■投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

■登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。 7

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。



東京海上・世界モノポリー戦略株式ファンド（毎月決算型）

追加型投信／海外／株式

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用（購入時・換金時）

購入時手数料
購入価額に3.3％（税抜3％）の率を乗じて得た額を上限として販売会社が個別に定める
額とします。 詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用（保有時）

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬を加えた実質的な信託報酬率は、
信託財産の純資産総額に対し、年率1.7985％（税抜1.635％）程度（注）となります。
ファンドの信託報酬率 ：年率1.122％（税抜1.02％）
投資対象とする投資信託証券の信託報酬率：年率0.6765％（税抜0.615％）
（注）ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬を加味して、投資者の皆様が実質的に負担する信託報酬率
について算出したものです。

その他の費用・
手数料

以下の費用・手数料等がファンドから支払われます。
・監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用

ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年99万円）を日々
計上し、毎計算期末または信託終了の時にファンドから支払われます。

・組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料
・資産を外国で保管する場合にかかる費用
・信託事務等にかかる諸費用
・投資対象とする投資信託証券における諸費用
※監査にかかる費用を除く上記の費用・手数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示する
ことができません。

※上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表示することができません。

※ファンドが実質的に投資するREITについては、市場の需給等により価格形成されるため、REITの費用は表示しておりません。

ファンドの関係法人

■ 販売会社

https://www.tokiomarineam.co.jp

サービスデスク 0120-712-016

※土日祝日・年末年始を除く9時～17時

■ 設定・運用 お問い合わせは

商 号 等 ：東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会 ：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

8

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

日本証券業協会

一般社団法人

日本投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社 ＳＢＩ証券
金融商品取引業者

関東財務局長（金商）第44号
○ ○ ○

百五証券株式会社 
金融商品取引業者

東海財務局長（金商）第134号
○

楽天証券株式会社 
金融商品取引業者

関東財務局長（金商）第195号
○ ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会

（当資料作成日時点）


